
  市民環境常任委員会会議記録（概要） 

 平成２６年３月７日（金） 

  開  会（午前９時１２分） 

 【議  事】 

 ○議案第３０号「所沢市農業振興地域整備促進協議会条例制定について」

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

平井委員 要綱を条例化したということか。 

  

守谷産業経済

部長 

 全庁的な附属機関の見直しの一環としての条例制定です。 

 【質疑終結】 

 【意  見】な  し 

 【採  決】 

 議案第３０号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 

  

 休  憩（午前９時１６分） 

 （説明員交代） 

 再  開（午前９時１９分） 

 



 

 ○議案第４３号「所沢市自転車駐車場条例の一部を改正する条例制定に 

ついて」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

平井委員  どういった改正内容か伺いたい。 

  

吉野交通安全

担当参事 

 条例改正の内容ですが、狭山ケ丘駅西口には狭山ケ丘第２自転車駐車場

及び狭山ケ丘第３自転車駐車場がありますが、利用者の減少等で平成２３

年度より利用を休止しておりました。今年度、都市緑地として所管替えを

する作業が終了しますことから、条例からその部分を削除するものです。

もう１点は、狭山ケ丘駅東口第１自転車駐車場について、公益財団法人自

転車駐車場整備センターが運営管理をしておりますが、これが来年度いっ

ぱいをもちまして市に無償譲渡されることになりましたので、設置するも

のです。これらを受けまして、今回条例改正を行うものです。 

 【質疑終結】 

 【意  見】な  し 

 【採  決】 

 議案第４３号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 
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 ○議案第４０号「所沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定に

ついて」 

 【補足説明】 

溝井市民部長  議案第４０号については、追加資料を御用意しました。資料に沿って御

説明させていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

  

荻野委員長 追加資料については全議員に配付することでよいか。（委員了承） 

傍聴者に本日の資料を配付してよいか。（委員了承） 

配付した資料は後ほど回収することでよいか。（委員了承） 

※傍聴者へ別紙議案第４０号追加資料を配付 

  

溝井市民部長  資料１から資料１１については、平成２５年度第３回所沢市国民健康保

険運営協議会に提出した資料です。詳しい内容については、後ほど及川国

保年金課長から御説明いたします。次に、資料１２が平成２５年度第３回

所沢市国民健康保険運営協議会の会議録です。資料１３が諮問書、資料１

４が答申書です。資料１５がモデル世帯を記載したもので、負担増になる

もの３例と負担減となるもの３例を載せています。資料１６が第２次埼玉

県市町村国保広域化等支援方針で、策定の根拠規定、保険税算定の標準化、

保険税の賦課限度額に関する記載があります。 
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及川国保年金

課長 

 資料１は、税率の見直しにあたり、第１回の運営協議会の際に提示した

推計と第３回の際に提示した推計の比較です。次のページには、賦課方式

を４方式から２方式に移行した場合と４方式のままとした場合のシミュ

レーションを載せています。資料２の①は、第１回の運営協議会の際に提

示した収支推計で、資料２の②が第３回の際に提示した収支推計です。資

料３は、被保険者数別世帯集計表です。資料４は、所得階層別世帯集計表

です。資料５は、賦課限度額の推移です。資料６は、所得別・被保険者数

別世帯数状況表です。資料７は、税率等引き上げによる世帯階層別影響額

です。資料８は、平成２６年度税率改定試算額で、所得割率０．１％を引

き上げた場合と均等割額１，０００円引き上げた場合の試算額です。資料

９は、県内の他市の保険税率等の状況を記載しています。資料１０は、市

の財政状況と国民健康保険税率の見直しに係る市の考えについて示して

います。資料１１は、平成２６年度国民健康保険税の税率等の改正につい

てということで、事務局案として御説明をいたしました。 

 【質  疑】 

平井委員 賦課方式を４方式から２方式に変更し、税率も所得割率を６．５％から

７．６％に改め、均等割額についても９，０００円から２２，４００円に

することによって、市民が３億５，０００万円負担し、市の国民健康保険

財政を賄うという理解でよいか。 

  

溝井市民部長 おっしゃるとおりです。 

- 3 -



  

平井委員 国民健康保険には、どういう方達が加入しているのか伺いたい。 

  

溝井市民部長 高齢者、非正規労働者の方が多くなっているのは事実です。 

  

平井委員 平成２６年４月から消費税が上がる中で、市が国民健康保険税を大幅に

改正する理由を伺いたい。 

  

溝井市民部長 税率の見直しは、３年毎に行っております。前回は平成２３年に見直し

を行い、今回、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度の推計を行っ

たところ、税収等は減少傾向にあり、医療費については増加傾向にあると

いうことで、年平均で約５億５，０００万円不足するということが分かり

ました。それについてどのような形で補うか、所沢市国民健康保険運営協

議会に諮問いたしまして御審議をお願いしたところ、最終的には５億５，

０００万円のうち、基金の取り崩しで毎年２億円を賄うということになり

ました。残りの３億５，０００万円については、賦課限度額を法定限度額

まで引き上げておりませんでしたので、この機会に引き上げをさせていた

だき、９，０００万円を賄えるのではないかと考えました。残りの２億６，

０００万円については、被保険者の方に御負担をお願いするということ

で、賦課方式についても４方式から２方式の方が被保険者の現状から見て

も妥当ということで、御提案し、御了解をいただいたということです。 
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平井委員 実質収支の繰越額を伺いたい。 

  

溝井市民部長 平成１９年度決算が約２億４，２７６万円、平成２０年度が約１７億７

６２万円、平成２１年度が約９億８，３２８万円、平成２２年度が約６億

８，４１９万円、平成２３年度が約１１億２，９６１万円、平成２４年度

が約１億１，０８１万円です。 

  

平井委員 一般会計に戻した額を伺いたい。 

  

溝井市民部長 平成２５年度ですが、１億１，０８１万８，０００円を繰越金として補

正予算で繰り入れております。 

  

平井委員 基金には積み立てたか。 

  

及川国保年金

課長 

基金の利息も含め、３億４，５３３万円です。 

  

平井委員 一般会計に１億１，０８１万８，０００円を戻したり、基金に３億４，

５３３万円を積み立てなければ、実質収支で４億５，０００万円のお金が

余ったという理解でよいか。 
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及川国保年金

課長 

繰越金と基金の状況だけを考えるとそういうことになりますが、これは

前年度の繰越金が約１１億２，９６１万円ありました。平成２４年度単年

度だけを考えたときは、他にも法定外の繰入等がありますので、赤字とい

うことになるかと思います。 

  

脇委員 基金の残額を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

平成２４年度末で８億８，５２３万円です。 

  

平井委員 第２次埼玉県市町村国保広域化等支援方針によって、賦課方式を２方式

に変更したということだが、市町村はこの方針に従わなければいけないの

か。 

  

溝井市民部長 この方針は、埼玉県が市町村の意見を聴いた上で、国民健康保険法第６

８条の２第１項に基づき策定するということで、県が市町村の意見を聴い

た上で策定されました。そして、国民健康保険法第６８条の２第６項にお

いて、市町村は国民健康保険事業の運営にあたって、本方針を尊重するよ

う努めるものとされておりますことから、それに従ったということです。
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平井委員 県に確認したところ、平成２５年度の決算委員会において国保医療課長

が、「国では広域化に際し、賦課方式を統一しないという議論もある。今

の時点では、県の広域化支援方針は賦課方式の統一を前提に２方式を標準

としているが、国の論議の方向により、今後前提が変わる可能性もある。

こうした考えは、会議では市町村に伝えている。」と答弁している。この

ことについて、県として各市町村に通達を出したか確認したところ、通達

は出していないということであった。市は先取りして２方式にしたことに

ついて、どういう見解を持っているのか。 

  

溝井市民部長 そういった議論があることは承知しております。社会保障制度国民会議

において、国民健康保険の保険者のあり方について協議され、その報告書

の中には国民健康保険の保険者については、都道府県で運営するのが基本

だが、市町村が当然行うべき事務もあるであろうということで、賦課事務

や保健事業といったものは都道府県が行うよりも、市町村が行った方が適

当ではないかということで、適切な役割分担をすべきという記載がありま

す。それを受けて、最近、国と都道府県が協議を始めておりますが、まだ

始まったばかりであり、そういう可能性がある段階と理解をしておりま

す。本方針については、平成２５年度、平成２６年度となっており、止め

るあるいは進むといった判断をされたものではありません。埼玉県市町村

国保広域化等支援方針を進めるために、県と市町村が協議する場がありま

すが、そこで県は、今後についてはそういうものが見えた段階で市町村の
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意見を聴きながら協議していくと言っておりましたので、そのような理解

をしております。 

  

平井委員 市町村の意見を聴くということであれば、何もこの時期に２方式に変更

しなくてもよかったのではないか。 

  

溝井市民部長 支援方針に賦課方式の標準は２方式にするとありまして、それが１つの

拠りどころとなっているのは事実です。しかしながら、所沢市の国民健康

保険の現状を考えますと、１人世帯が全体の５３．４９％で過半を超えて

おりますし世帯被保険者数は全体で１．７１人という状態です。平等割の

目的は、多人数の被保険者がいる世帯について補完的にその額を抑制する

という効果で始めたものであり、現状はそれを享受できない世帯がかなり

多くなっております。そこをどう是正すればよいのかというところからい

たしますと、本来の個々の方の受益に応じた負担をしていただく方が適切

ではないかということで、平等割については、廃止をした方が適当と判断

しました。 

  

平井委員 他市に先駆けて２方式に変更したということでよいか。 

  

溝井市民部長 賦課方式２方式を採用している市は、今現在１０市、２町です。その中

で、越谷市、さいたま市、川口市、川越市といった人口規模が大きい市は
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すでに２方式を採用しております。県によりますと、人口的には４５％が

２方式を採用しており、そういう意味からすると、決して先駆けているわ

けではないと判断しております。他市の状況についても、県内６４市町村

のうち、１２市町が２方式を採用しておりますが、平成３０年度までに所

沢市を含めて２５市町が２方式化に向け、検討を始めております。 

  

島田委員 ３方式という考えはなかったのか。 

  

溝井市民部長 国民健康保険上は、自治体の判断でいずれかの方式をとるということは

理解しておりますが、埼玉県市町村国保広域化等支援方針で標準方式を２

方式とするということがありましたので、２方式化を念頭に置きました。

平等割についても、市の現状から判断すると、平等割を廃止して均等割に

することの方が適切と判断し、３方式を採用しませんでした。 

  

島田委員 大幅に下がる人はどういった方か。また、全体に占める割合を伺いたい。

  

及川国保年金

課長 

減額の最高額は４９万３，０００円です。こちらについては１人世帯で

収入は少なく固定資産税を約２００万円納めています。４０万円から４９

万３，０００円減額となる世帯数は１４世帯です。 

  

島田委員 １５万６，０００円上がる世帯はどのぐらいあるのか。 

- 9 -



  

及川国保年金

課長 

１０万円以上上がる世帯について申し上げますと、１９３世帯です。世

帯構成といたしましては、３人の世帯が１５世帯、４人の世帯が７１世帯、

５人以上が１０７世帯です。 

  

秋田委員 県から通達文書は来ていないということでよいか。 

  

溝井市民部長 通達という形での文書は来ておりませんが、埼玉県市町村国保広域化等

支援方針については、市の意見を聴いた上で県が作成し、市町村について

は尊重するよう努めるものとするとされております。 

  

秋田委員 本会議場の答弁の中で、定められていると言っていたのは、埼玉県市町

村国保広域化等支援方針で定められているということか。 

  

溝井市民部長 おっしゃるとおりです。 

  

島田委員 今回、賦課方式や期日について諮問したのか。 

  

溝井市民部長 今回の諮問は平成２５年７月に行いましたが、平成２６年度、平成２７

年度、平成２８年度の税率の見直しをお願いしました。３年毎に先の３年

間の推計を行い、その状況により、税率を変更する必要があるか御検討い
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ただくことをお願いしたということです。 

  

島田委員 激変緩和措置の考えはなかったのか。 

  

溝井市民部長 第１回の運営協議会は、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度の

国保の財政状況について御理解をいただくことを主眼として開催いたし

ました。第２回の運営協議会では、不足額をどのように補うか御議論いた

だきましたが、その際、市から３パターンの提案を行いました。１パター

ン目が、１年間の不足額５億５，０００万円に対し、基金６億円を全額投

入するという案です。この案ですと平成２６年度は賄えますが、平成２７

年、平成２８年は基金が無いことから、被保険者の方にお願いするという

ことです。２パターン目が、限度額のみ引き上げるという案です。この案

ですと９，０００万円の増収が見込めますが、足らない４億６，０００万

円については基金を投入するということです。３パターン目が、今回の不

足額５億５，０００万円を税率の引き上げ、限度額の引き上げ又は基金の

取り崩しで賄うという案です。消費税等を鑑み、１パターン目をとる可能

性もあるとは思っておりましたが、市としては３箇年で均した方が負担感

は少なくなりますので、３パターン目が妥当ではないかと思っておりまし

た。また、激変緩和について全く考えなかったわけではありませんが、県

内では吉川市と久喜市が平成２０年度、戸田市が平成２３年度、川口市が

平成２４年度、鴻巣市が平成２５年度に４方式から２方式に変更しました
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が、いずれも激変緩和策をしておりませんでしたので、他市の例に倣い御

提案させていただきました。 

  

脇委員 法定外繰入金７億円とした理由を伺いたい。また、人口規模が同程度で

ある県内他市の法定外繰入金の額を伺いたい。 

  

溝井市民部長 法定外繰入金７億円についてですが、諮問するにあたり推計を出す必要

がありますことから、財政部門と事前に協議したところ、一般会計から国

保会計に繰り出すのは７億円が精一杯であり、額を引き上げることは難し

いとのことでした。また、近隣市の状況について平成２５年度当初予算で

申し上げますと、川越市は１３億８，２３２万円で１人当たり１４，１０

５円、さいたま市は１１億９，９８４万６，０００円で１人当たり３，８

３０円、川口市は３１億９，１８１万６，０００円で１人当たり１７，９

１７円、越谷市は３億円で１人当たり３，０３０円です。なお、所沢市は

７億円で１人当たり７，０５２円です。 

  

平井委員 １人当たりの繰入金が低い市をおっしゃったように思うが、所沢市の１

人当たりの繰入金は、県内４０市中３１位ということで間違いないか。 

  

溝井市民部長 ３１位です。なお、決して１人当たりの繰入金が少ない市を言ったわけ

ではなく、人口規模が同じかそれ以上の市を申し上げたものであり、他意
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はありません。 

  

 休  憩（午前１０時２３分） 

 再  開（午前１０時４５分） 

  

島田委員 ６年前に１度、国民健康保険税を上げたが、その際の滞納件数と滞納額

を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

平成２０年度の滞納件数は、１万８，３５７件です。滞納金額は５８億

４，５４３万２，１８９円です。 

  

平井委員  平成２０年度の加入世帯数を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 ５万５，４６６世帯です。 

  

島田委員  滞納件数について、これは全額払えないという件数か。 

  

及川国保年金

課長 

 全額または一部滞納を含めた件数です。 
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島田委員 今回の改正で滞納額がどのぐらいになると推計しているのか。 

  

及川国保年金

課長 

滞納の推計についてはしておりません。 

  

島田委員 今後、差し押さえを強化したりするのか。 

  

及川国保年金

課長 

収納関係については収税課で所管しておりますが、状況に応じて滞納処

分という形で差し押さえ等を行っております。その内容ですが、まず処分

ありきではなく、納税相談の中で納税を推進するということを行っており

ます。最終的に処分に至るというのは、納税相談に応じないといった場合

等であります。また、差し押さえについても財産を全部差し押さえるわけ

ではなく、生活状況を把握、勘案した上で差し押さえを行っております。

滞納処分の件数も、ここのところ納税相談に力を入れておりますので、前

年と比べると減っている状況です。 

  

島田委員 滞納処分の件数を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 市税ですが、平成２４年度は８４４件です。平成２５年は、１２月の段

階で４４５件です。 
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吉村委員  資産割と平等割をなくして所得割と均等割に上乗せした上で、さらに増

税分を上乗せするわけだが、資産割と平等割をなくしてどこにどのように

上乗せするのか、考え方を聞きたい。また、平等割の考え方を均等割にも

残す方法も考えられると思うが、そういった考えはなかったのか。 

  

溝井市民部長 資産割と平等割を廃止したものをどのように補うのかということです

が、応能と応益という区分けをしており、応能については所得割と資産割、

応益については平等割と均等割ということで、どのような方式を採用する

かは自治体の判断となります。資産割を外したときには、資産割の減収分

について所得割を引き上げることによって賄います。今回の例で申し上げ

ますと、６．５％から７．６％に引き上げております。平等割の減収分に

ついては、均等割を引き上げることによって賄います。今回の例で申し上

げますと、９，０００円から１８，６００円に引き上げております。ただ

し、今回は推計により不足額が生じましたので、均等割１８，６００円に

３，８００円を足し２２，４００円となりました。均等割の方に３，８０

０円を加算した理由については、応能割、応益割は国民健康保険法施行令

で５０対５０が望ましいとされております。所沢市の今の実態は、応能が

７３、応益２７でありまして、そこの是正をするという意味合いもあり、

今回、お願いする数字にいたしますと、６９対３１ということで少し是正

されます。他市の賦課割合を申し上げますと、概ね応能割が６０から６５、

応益割が４０から３５となっており、他市の数字に近付けるということも
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含め、今回、そのような変更を行いました。次に、平等割の考えを残すこ

とはなかったのかということについては、１人世帯の数が５３．４９％と

過半を超えていることや１世帯当たりの平均人数が１．７１人という本市

の現状を考え、今回についてはそこを是正いたしました。 

  

吉村委員 直近の国保税の課税ベースで、資産割、平等割、均等割、所得割につい

て各々いくらかということと、その総額、実際に税金として入ってきた額

を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

平成２４年度の一般被保険者分から申し上げますと、所得割については

医療給付費分が５５億３，１５３万４，０００円、後期高齢者支援金等分

が２２億１，２５９万９，０００円、介護納付金分が３億５，６４２万９，

０００円です。資産割については、１０億８，４３９万５，０００円です。

均等割についは医療給付費分が９億４，６３７万７，０００円、後期高齢

者支援金等分が１１億５，６６８万３，０００円、介護納付金分が２億３，

４４４万６，０００円です。平等割については医療給付費分しかありませ

んが、１０億６，３９９万６，０００円です。次に、退職被保険者分です

が、所得割については医療給付費分が４億６５４万４，０００円、後期高

齢者支援金等分が１億６，２６１万６，０００円、介護納付金分が６，１

０７万８，０００円です。資産割については、８，９６５万１，０００円

です。均等割については医療給付費分が５，６５９万２，０００円、後期
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高齢者支援金等分が６，９１６万８，０００円、介護納付金分が３，９８

７万８，０００円です。平等割については、５，０７９万６，０００円で

す。ただ今申し上げた額を全て足して、限度額超過分を調整したものが、

その年度の調定額ということで、９６億３，９９４万４，８００円になり

ます。その調定額に対し、収納率は８６．５％です。 

  

吉村委員  実際に収納した金額を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 収入済額は、総合計で８３億４，５６７万２，１００円です。 

  

吉村委員  所得割を６．５％から７．６％に引き上げることで、今、説明のあった

資産割の数字がそっくり賄われるということでよいか。また、平等割の減

収分について、均等割を９，０００円から１８，６００円に引き上げるこ

とに加えて、不足額３，８００円を足して２２，４００円にすることで賄

うということでよいか伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 限度額超過分を調整した額ということになります。 

  

吉村委員 どうして１世帯当たりの平均人数が１．７１人であるから平等割を廃止
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するという考えになるのか、もう少し詳しく伺いたい。 

  

溝井市民部長  足りない額を所得割に被せるといった手法も考えられましたが、運営協

議会の中で、高額所得者の負担がかなり厳しいという意見もありました。

また、所得割に被せることになりますと、賦課割合がさらに開くことにな

りますことから、均等割に足しました。また、今回御提案をお認めいただ

きますと、２方式を採用する市は県内で１１市となり、均等割額２２，４

００円は上から８番目の順位ということで、他市と比較してもかなり抑え

た額になっております。平等割を残すという考えではなく、均等割にして

そこでのバランスを配慮するという形をとらせていただきました。 

  

吉村委員  県内では吉川市と久喜市が平成２０年度、戸田市が平成２３年度、川口

市が平成２４年度、鴻巣市が平成２５年度に４方式から２方式に変更した

ということだが、これは消費税増税とリンクしないため激変緩和措置をと

らなかったということが言えるのではないか。 

  

溝井市民部長  そこまでは把握しておりません。なぜ所沢市が今回変更するのかという

ことですが、３年毎の見直しによって平成２６年度、平成２７年度、平成

２８年度について不足額が生じます。消費税の影響があるからということ

で１年先送りしましても、結局、２箇年で３年分の不足を負担するという

ことになってしまいます。そうであるならば、３年間で平均して３分の１
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ずつの方が、被保険者の方にとっては負担が少ないのではないかと考え、

今回御提案いたしました。 

  

平井委員  国民健康保険は社会保障の一環であるとの理念はないのか。また、一般

会計に戻したり基金に積み立てもしている。基金の残額も８億８，０００

万円ということで、お金はあるではないか。それらに加えて、消費税増税

も併せて考えるべきであり、何もいじらない見直しもあったと思うが、い

かがか。 

  

溝井市民部長  財政部門とも協議しましたが、市全体の財政が厳しい状況の中では、法

定外繰入金は７億円が精一杯とのことでした。それ以上の繰入をするとい

う話になりますと、一般会計で行っている事業をどれか諦めるということ

になり、財政部門としてもそれは難しいとのことでしたので、現状の７億

円にさせていただきました。また、基金を年に２億円ずつ取り崩すことと

しており、あとの不足額は被保険者の皆様にご負担をお願いするしかなか

ったということです。 

  

平井委員  平成２１年度から平成２５年度の滞納世帯数の推移を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２１年度が１万８，９８４件で金額は６３億４，８０６万４，８２

０円、平成２２年度が１万９，２９６件で金額は６７億２，７６９万５，
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２１２円、平成２３年度が１万８，８１０件で金額は６９億６，３１９万

１，６１０円、平成２４年度が１万８，５９６件で金額は７０億５，７８

９万３，６４５円です。 

  

平井委員  滞納世帯数と滞納額が増えていく現状を踏まえての検討であったのか

伺いたい。 

  

溝井市民部長  国保財政を持続的、安定的に運営するためには、皆様方に御負担をいた

だかなければいけないというところもありますので、御理解をいただきた

いと思います。 

  

安田委員  先ほどの滞納額には、過年度分が含まれているのか。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２０年度の滞納件数については１万８，３５７件で、滞納金額は５

８億４，５４３万２，１８９円です。そのうち滞納繰越分は１万３，７２

０件で、金額は４２億１，７８５万２，８６０円です。 

  

安田委員 その年だけで決算した場合、いくらぐらいずつ滞納額が積み上がってい

くのか伺いたい。 

  

及川国保年金  平成２０年度の現年分として滞納扱いとなるものは４，６３７件で金額
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課長 は約４億７，３００万円、平成２１年度が４，６６３件で金額は約４億８，

３００万円、平成２２年度が４，２０７件で金額は約４億２００万円、平

成２３年度が３，６６０件で金額は約３億２，３００万円、平成２４年度

が３，５３３件で金額は約３億５００万円です。 

  

安田委員  国保税の収入済額を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２０年度の収入済額は約１０１億３，８００万円です。平成２１年

度が約１００億４，３００万円、平成２２年度が約９６億１００万円、平

成２３年度が約９２億８００万円、平成２４年度が約９１億４，０００万

円です。 

  

安田委員  国保税の税収は減っていく傾向でよいのか確認したい。 

  

及川国保年金

課長 

 収納率は横這いか伸びるのではないかと考えておりますが、調定額は下

がっており、今後も税収は減っていくものと考えております。 

  

安田委員  法定外繰入金の金額の推移を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 平成１９年度の法定外繰入金は３２億２００万円、平成２０年度が１７

億１，９００万円、平成２１年度が８億５００万円、平成２２年度が８億
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１，１００万円、平成２３年度が８億６，７００万円、平成２４年度が７

億円です。 

  

安田委員  所沢市における国保加入者の割合を伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 ２８％から２９％の間です。 

  

安田委員  全世帯数に対する世帯所得３００万円以下の世帯の割合は、８５％とい

うことでよいか。 

  

及川国保年金

課長 

 おっしゃるとおりです。 

  

安田委員  国保加入者は市民全体の３割で、その中の８５％が世帯所得３００万円

以下であり、１人世帯がかなり多く含まれているということでよいか。 

  

及川国保年金

課長 

 おっしゃるとおりです。 

  

安田委員  医療費の伸び率を伺いたい。 
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及川国保年金

課長 

 保険給付費という形で執行しておりますが、平成２１年度から平成２２

年度にかけて５．９％、平成２２年度から平成２３年度にかけては３．

９％、平成２３年度から平成２４年度にかけては１．４％伸びており、平

成２４年度と平成２５年度の予算ベースで比較しますと４．２％というこ

とです。 

  

安田委員  今後も、高齢化等により国保税の税収は減少するが医療費は伸びるとい

う認識でよいか。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２０年度からの構成率を見ますと、６０歳以上の方々が増えている

傾向があります。また、２０歳から３５歳までの方の構成率については下

がっています。医療費については、今後も伸びると考えております。 

  

安田委員  低所得者の保険料負担の軽減に関する国の動向を把握しているのか。 

  

及川国保年金

課長 

 社会保障制度改革の実施スケジュールを定めたプログラム法案の内容

を受けて、平成２６年度の税制改正において、低所得者に対する軽減措置

が拡大されることになっております。今現在、国保の場合、７割、５割、

２割という応益割に対する軽減があります。さらに軽減の基準額を引き上

げようということで、５割の軽減基準額、２割の軽減基準額が引き上がる
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予定です。その内容については、５割軽減については平成２５年度が３３

万円プラス世帯主を除いた被保険者数掛ける２４万５，０００円という基

準だったものが、３３万円の基礎控除は変わりませんが世帯主を除くとい

う部分がなくなり世帯主を含めて被保険者数掛ける２４万５，０００円と

いうことで拡大されます。２割軽減については平成２５年度が３３万円プ

ラス３５万円掛ける被保険者数という基準だったものが、３３万円プラス

４５万円を掛ける被保険者数と拡大されます。従って、これまでは１人世

帯の場合は７割と２割のみで、５割については世帯主を除くという規定に

なっており該当しませんでしたが、平成２６年度からは１人世帯について

も５割軽減が該当するようになります。 

  

安田委員  これは平成２６年度の計算の中には盛り込まれているのか。 

  

及川国保年金

課長 

 まだ法案等が通っておりませんので、盛り込んでおりません。 

  

安田委員  ３年間の途中で国の決定があった場合、変わってくる可能性はあるの

か。 

  

及川国保年金

課長 

 制度改正は毎年のように行われておりますので、制度が改正されれば、

それを盛り込んだ形で変えていきます。 
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安田委員  プログラム法案等の影響もあるので、県としてもなかなかはっきりした

ことが言えないということもあるのか。 

  

及川国保年金

課長 

 プログラム法案は、平成２９年度までの間に様々な法整備を行っていく

という内容のものです。そういったこともあり、県の担当課長もなかなか

はっきりしたことは言えない部分があるかと思います。 

  

安田委員  埼玉県市町村国保広域化等支援方針について、直近で県に確かめたのは

いつか。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２５年１０月２１日に市町村国保広域化等推進会議、１１月には西

部地区の主管課長会議が開催されました。その中で、県の担当課長が「今

後、広域化の動向を見ていく必要もあるが、賦課方式等については支援方

針の中で標準化方式として示しており、ぶれはない。ただ、今後について

は社会保障制度改革の途上であり、動向を注視して保険者の皆様とともに

検討、研究していきたい。」と言っておりました。平成２６年１月８日に

県に出向き担当課の主幹からお話を伺ったところ、支援方針自体は平成２

６年度まで期間がありますので、変更することは考えていないとのことで

した。県の方で賦課方式を２方式にしたのも、様々なメリット、デメリッ

トを考えた上のことであり、県内どこに住んでいても同じ所得なら同じ保
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険税ということで賦課方式の標準を示しており、今後についても変更する

ことはないということでした。 

  

 休  憩（午後０時３分） 

 再  開（午後１時０分） 

  

島田委員  増収が３億５，０００万円とのことだが、予算の総額はどれぐらいにな

るのか。また、今回上がる世帯は平均で何％上がるのか。 

  

及川国保年金

課長 

 今回の改正に伴った予算は、総額で約３８１億円です。国保税が上がる

世帯の合計金額は６億９，７００万円です。上がる世帯の平均が、１世帯

あたり２万２９０円です。 

  

島田委員  平均何％上がるかについては、先ほど配られた資料の増額世帯割合の平

均ということか。 

  

金子市民部次

長 

 先ほどお配りした資料の割合は、左の列の所得に該当する世帯の中だけ

の割合で書かれていますので、その行のみに該当ということで全世帯に対

する割合ではありません。 

  

入沢委員  減額になる世帯は４割で、主に一人家庭や非常に所得が低い世帯だと思
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うが、所得が低い方で上がるケースは、年間でどれぐらい上がるのか。 

  

及川国保年金

課長 

 １人世帯で所得が３３万円以下の世帯では、上がる世帯数は約３，００

０世帯です。額については、1世帯あたり年間で１，５００円程度と推計

しています。 

  

入沢委員  改定を来年、再来年に引き延ばすとその先もっと延ばさなければいけな

いわけで、また、消費税が１０％に上がったときに、さらにまた上がるこ

とになる。だから、今のうちに上げておきたいというような認識かと思っ

たのだが、そのような考えはあるか。 

  

及川国保年金

課長 

 現状と今後３年間の推計をいたしますと、追加資料では２－②になりま

すが、すでに平成２６年度で約５億２，５００万円歳入が不足するという

推計です。今後についても、この推計では平成２７年度で約６億７，００

０万円、平成２８年度で約４億４，０００万円不足する状況です。 

  

入沢委員  平成２３年の前市長のときに国保税を引き下げたと思うが、その時に税

収はどのぐらい下がったのか。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２３年度に税率の引き下げを行い、平成２３年度決算では減収の影

響額として、約５億４，０００万円税収が下がりました。平成２３年度、
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平成２４年度、平成２５年度と３年間その税率できておりますので、その

影響として平成２４年度も同じことが言えまして、影響額として平成２４

年度は約３億９，０００万円減収しています。 

  

入沢委員  当時の市長が税率を下げなければ、今回の改定に対して影響したのかど

うか伺いたい。 

  

及川国保年金

課長 

 平成２３年度で約５億４，０００万円、平成２４年度で約３億９，００

０万円ですから、２年間で約９億円減収したことになりますので、仮に前

の税率、その当時の税率改正による引き下げがなかったとしたら、単純に

計算すると、１年か２年ぐらいはまだもつ数字ではないかと思われます。

そのときの状況等にも左右されると思います。平成２５年度の状況はまだ

把握しておりませんので、２年から３年ぐらいは変えなくてももつのでは

ないかということが、現時点で推測できるのではないかと考えます。 

  

入沢委員  １年か２年か３年かは分からないが、遅らせることはできた可能性があ

るという認識でよいか。 

  

及川国保年金

課長 

 現状で申しますとそのようなことが言えると考えます。 
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吉村委員  議案質疑で、運営協議会での議論では４方式から２方式になることを前

提にして議論されていて、どういう賦課方式が現状の中で税の公平性とし

て一番ふさわしいかという議論があまりされなかったという答弁があっ

たかと思うが、その点について確認したい。 

  

溝井市民部長  運営協議会の中において、４方式、３方式、２方式のいずれかがよいか

というような議論はございませんでした。４方式、２方式のいずれかが適

当かという議論はさせていただいております。 

  

吉村委員  議論されているのは４方式から２方式で、さらには不足財源をどうする

かということで議論がごちゃまぜになっている感じがする。均等割の部分

を改定することで、必要な財源を確保するという方法もあるわけである。

税としていただくものをどれだけ増やすかという議論とどういう賦課方

式が税のあり方として一番よいのかという議論をきちんと立て分けて、運

営協議会に御審議いただくことも必要だったという気がするが、いかが

か。 

  

溝井市民部長  先ほど運営協議会の進行方法について御説明申し上げたとおり、第１回

で財政状況が逼迫しており不足するということを御認識いただき、第２回

目については、どのようなパターンでそれを充足させるか、第３回目につ

いては、４方式から２方式の移行も含めた形で財源確保策を御審議いただ

- 29 -



いたという形ですので、整理についてはそのような形でついていると考え

ております。 

  

吉村委員 賦課方式はどれがよいのか、賦課方式のあり方について議論が中抜けに

なった状態のように思われるが、いかがか。 

  

溝井市民部長  第２回の運営協議会において、どういう方法がよろしいか、事務局の考

え方を説明した際、不足額５億５，０００万円について基金から毎年２億

円を取り崩し、限度額を引き上げることによって９，０００万円の増収を

見込み、残りの２億６，０００万円をどうするかというところで、４方式、

２方式を含めた形で次回御議論をいただきたいことをお伝えいたしまし

た。そして、第３回の運営協議会では様々なシミュレーションができるよ

うな形でのお示しをしました。特段、その時に３方式の御提案もありませ

んでしたし、４方式、２方式の御説明をした後に、事務局案を求められま

したので御提示差し上げました。そこについて、質疑等はありましたけれ

ど、御了承いただいたということですので、十分審議は尽くしていただい

たと考えております。 

  

脇委員  今回の諮問事項は、国民健康保険税の税率等の見直しについてとしか書

いておらず、内容が漠然としていると思うが、いかがか。また、この運営

協議会の会議について、たくさんの資料があったし、説明にも長い時間を
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要しており、議論を深める余裕はなかったように思うが、そのあたりにつ

いてはどんな印象を持っているのか。 

  

溝井市民部長  １回目については、当日に資料を配布し御説明いたしました。そうしま

したところ、ある委員から当日資料を渡されて説明されても理解できない

部分もあるので事前に資料をいただきたいという御意見をいただきまし

た。そういったこともありまして、２回目以降は２週間前にお配りして質

問をお受けするという形に変えております。また、諮問についてですが、

全体的に３年毎の見直しを念頭に置いており、諮問の詳細な内容について

は、市長より委員の皆様に御説明いただきました。 

  

脇委員  詳細な内容とはどのようなものか伺いたい。 

  

溝井市民部長  ３箇年の見直しをお願いいたしますという趣旨のことを申し上げまし

た。また、昨今のジェネリック医薬品の利用率等の関係や国保財政に関わ

ることを申し上げており、賦課方式については特段述べておりません。 

  

脇委員  市長は２方式にすることについて、自身の見解を述べるようなことはな

かったということでよいか。 

  

溝井市民部長  賦課方式に関することは御説明しておりません。諮問理由として、あく
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まで３年の見直し期間が経過しますことから、今後の税率等の見直し全体

について運営協議会に検討をお願いしたい旨のことを述べております。 

  

安田委員  県の支援方針について、２方式とした理由はどういったことが考えられ

るのか。 

  

溝井市民部長  広域化等支援方針で２方式とした理由ですが、１点目は都市部と農村部

に分かれているという構造がありますので、１人当たりの固定資産税額に

大きな格差があります。２点目は固定資産税に賦課するため２重賦課にな

るという批判があります。３点目は資産を持っている人にとって負担が重

くなり過ぎるということがあります。４点目は都道府県単位で運営してい

る後期高齢者医療広域連合については２方式を採用しているということ

があります。５点目は広域連合において賦課する場合、資産把握に多大な

コストを要するということがあります。以上のことを理由にして、２方式

を採用したということです。 

  

安田委員  国民健康保険法第６８条の２第６項において、市町村は国民健康保険事

業の運営にあたって、本方針を尊重するよう努めるものとされているが、

これはどれぐらいの拘束力があるのか。 

  

溝井市民部長  支援方針は県が独自に作ったものではなく、市町村の意見を聴いて作ら
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れたものであり、所沢市としては尊重していくということです。県として

は、この支援方針を作った以上、２方式化に向かって行きます。各自治体

に関しては、それぞれ都合の範囲内で２方式化に向かっていくという理解

でおります。 

  

安田委員  所沢市としては、今回の答申が市の考えということになるのか。 

  

溝井市民部長  運営協議会におきまして、いろいろなパターンをお示しした中で今回の

案が妥当であろうということで答申をいただきました。市としてはそれを

尊重し、それに向けて手続きをしてきたということです。 

  

安田委員  低所得者に配慮した案という印象があるが、いかがか。 

  

溝井市民部長  資産割を課されている世帯は全体の約半数です。２００万円以下の世帯

についても、４０％以上の世帯が資産割を賦課されており、今回、資産割

をはずすことによって、その分が賦課されないこととなります。また、高

齢者の２人世帯が多いと想定されます所得２００万円から４００万円の

世帯層について、資産割が賦課されている世帯が６５％ということですの

で、やはり資産割をはずすことでその部分が改善されることになります。

  

脇委員  一般的な戸建を持っていらっしゃる方の資産割がなくなる部分の金額

- 33 -



と均等割に３，８００円加算することを比較するとトータルの増減はどう

なるのか。 

  

及川国保年金

課長 

 一般的な戸建の資産割額ということでは把握しておりませんので、分か

りません。 

  

脇委員  個々により条件が違うため、なかなか比較することは難しいのか。 

  

及川国保年金

課長 

 地区によって評価も違いますし、家屋の築年数によっても違ってきます

ので、比較はできないものと考えます。 

 【質疑終結】 

  

 休  憩（午後１時４０分） 

 （※休憩中に協議会を開催した） 

 再  開（午後２時５０分） 

  

 【意  見】 

島田委員  民主ネットリベラルの会を代表して、反対の立場から意見を申し上げま

す。消費税増税が４月に実施される中、激変緩和策も講じないということ

が質疑の中から分かりました。詳しくは討論で申し上げたいと思います。
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平井委員 日本共産党所沢市議団を代表して、意見を申し上げます。市は国保税の

大幅値上げの理由として市町村国保広域化等支援方針に基づき、４方式を

２方式にする。国保財政を３年間推計して不足額が５億５，０００万円な

ので、２億円は基金を取り崩し、残り３億５，０００万円を市民負担にな

るとしております。しかし、市町村国保広域化等支援方針は確定されたも

のではなく、また、県の平成２５年度決算委員会においても担当課長は国

の論議によっては２方式を変える可能性もあるとの発言もあり、２方式で

行う明確な根拠はありません。また、市民負担となる３億５，０００万円

については、平成２５年度の決算をすれば、当然十分に繰越が出る可能性

もあります。さらに、一人当たりの当市の繰入額は、当初１万円としてき

た経緯から見ても、７，０００円としたことは他市の事例でも４０市中３

１位であり、当市の予算規模からしても少なすぎる額と言えます。増額世

帯が多人数世帯で、若い世代が大幅な値上げになることや全体から見ても

６０％の加入世帯が増額になることも分かりました。４月には消費税は

５％から８％と上がり物価の上昇や高齢者の年金は下がり、市民生活の困

難さは想像を超えるものがあります。５万６，０００世帯のうち１万８，

０００世帯が滞納世帯など、払えない市民が増え続けています。国民健康

保険制度は社会保障の一環として、市民の命と健康を守る砦としての役割

を果たすよう申し上げて、反対の意見といたします。 

  

脇委員 反対の立場から意見を申し上げます。１、不足額が生じるという改正理

- 35 -



由についてですが、所沢市の実質収支の実績からも法定外繰入金７億円あ

りきという改定理由は認められません。市民の命、健康を守る社会保障制

度であることを踏まえ、被保険者への支援を厚くすべきです。次に、制度

改正の検討のあり方についてですが、諮問では市長は方式について言及し

ておりません。審査の中から国の動向も定まっておらず、県も同様である

ことが分かりました。適切な時期に十分な検討を再度行うべきです。また、

運営協議会に方式の判断をすべて委ねることとなりましたが、運営協議会

の運営で市民に重い責任を負わせたものとなりました。議会への資料も当

初少なく、当日の資料提供が多く審査がたいへんでありました。これらの

ことについて、今後の改善を求めます。最後に、医療費の削減のために健

康づくりの事業の充実がさらに求められることを申し添えて、以上、反対

の意見といたします。 

  

吉村委員  所沢市議会公明党を代表して意見を申し上げます。この条例改正は、国

保運営協議会の諮問に対する答申を基に行われた改正案であります。大前

提として賦課の方式、そして、応能応益のバランス、今後３年間の財源、

この３つについて１つのテーブルで同時に議論されました。その中で賦課

方式については、長年の資産割について課題になっている税の議論として

は、課題はあることは承知しておりますが、税の議論の中で公平性につい

て、特に賦課方式についての議論がされておりません。賦課方式の変更だ

けでも大きな負担をしなければならない人たちが出てくることも考える
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と、たいへん大きな変更であるということが言えると思います。また、議

会の議場でも議論があまりなされていない。そういう意味では唐突な変更

であり、市民の理解を得られないのではないでしょうか。賦課方式の制度

については、財源の問題と医療費の税の公平性の観点から、同一で議論さ

れるべきではありません。よって、賦課方式については、再度諮問し、あ

るいはまた議会でも議論を深めるべきであります。あまりにも拙速な今回

の改正については、反対をいたします。 

  

秋田委員  至誠クラブを代表して意見を申し上げます。４月から消費税が上がり、

その上がった税金分が社会保障財源、社会保障施策などに充てられること

を考えれば、みんなで支える国保であるが、今回の資産割、平等割を廃止

しての国保税アップは考えにくい。もし上げるとすれば、高校生までの医

療費を無料化にするなど子どもや市民にやさしい施策などは考えられな

かったのかと考えます。そこで国保税をアップするのであれば、飯能市の

ように激変緩和措置などの対応も考えてもよいのではないかということ

を申し添えて、たいへん悩みましたが、賛成の意見といたします。 

  

安田委員  自由民主党・無所属の会を代表して賛成の立場から意見を申し上げま

す。被保険者数約９万８，０００人が加入している国民健康保険は、安心

して医療を受けていただくために、なくてはならない大事な制度でありま

す。市民の約３割が加入し、そのうち３００万円以下の収入の方が、約８
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５％だということです。その構成は当然高齢者や自営業者などの方がほと

んどで、御承知のように高齢化の傾向の中ですが、国保加入者による税収

入は減る一方で、今後も増え続ける保険給付費のことを考えますと、この

まま放置するわけにはいかない状態だと言えます。国保財政の状況を見ま

すと、一般会計からの繰り入れをもって収支のバランスをとっている状況

にあります。この状態は社会保険などの被用者保険の加入者の立場から考

えますと、保険料の二重払いをしている指摘はありました。また、所沢市

は平成１９年度約３２億円の法定外繰入であったものを平成２０年の税

率改正以来、３年毎に見直す方針を掲げ、運営協議会にも次の３年間につ

いての税率見直しが諮問されたところです。今回は消費税の引き上げと同

時期になってしまいましたが、先に延ばしたところでその負担が重くなる

という点は、確かに変わらない点だと思います。これは国全体の傾向では

ありますが、国が設置しました社会保障制度改革国民会議の中で、市町村

国保については、被保険者の適用、保険給付、保険料設定、徴収、保険事

業などの各種保険者機能を都道府県と市町村とで役割分担する考えで合

意し、その後、持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に

関する法律、通称プログラム法案が公布され、財政基盤の安定化や保険料

に係る国民の負担に関する公平の確保などの措置を講じるための工程表

が示されました。その中でも特に国保には、低所得者の保険料負担の軽減

が重要な課題になっており、そして、もう一方でその持続可能性について

は、それ以上に考えなければならない重要な課題となっております。年金、
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医療、介護については、すでに財源の４割が国全体の公費で補っており、

さらにその補足分は赤字公債で補っている状況で、世代間の公平という観

点からも避けては通れない課題であります。そういった観点から増税は認

めずに先延ばしをするという議論に関しては、私達の会派としては賛同で

きないということです。次に、委員会でも賦課方式に対する議論が多くな

されました。埼玉県におきましては、平成２５年３月に第２次埼玉県市町

村国保広域化等支援方針が策定され、広域化について県と市町村による検

討が進められています。その支援方針の中で県内どこに住んでいても同じ

所得なら同じ保険税となるような賦課方式及び応能応益割の標準化を目

指し、標準賦課方式を２方式としております。平成２５年までに県内の１

２市町で２方式を採用しており、既に県全体の被保険者のほぼ半数は、２

方式による課税が行われています。県内人口の４５％が２方式で行われて

おり、平成３０年までには２５市町が２方式に向けて検討しているとのこ

とです。また、国民健康保険法第６８条の２第６項において、国民健康保

険事業の運営に当たっては、広域化の支援方針を尊重するように努めると

されており、最近まで県の担当と市の担当者との協議において、その方針

は変わらないとの確認がとれていることから、県内事情も含めた資産割廃

止の方向についても理解をするものです。さらに、今回の改正では歳入の

不足分を補うために、基金の取り崩しを前提とし、少しでも被保険者の負

担を和らげようとする努力が伺えます。また、平等割が廃止されることで、

被保険者数の多い世帯の保険税が引き上げとなりますが、国民健康保険加
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入者の半数を占める低所得者世帯に対しての配慮ということで、中間所得

者世帯については増となりますが、平等割のパーセント、均等割の額など

応能割、応益割のバランスに配慮した内容であることから、その点につい

ては評価でき、県内類似団体の中でもそれぞれ突出したものではないこと

から、妥当な割合の設定だと思います。また、増え続ける保険給付費の削

減のために、ジェネリック医薬品の普及を図るなどさまざまな取組を行っ

ておりますが、引き続き御努力なされ、成果を出していただきたいと思い

ます。いずれにいたしましても、今後とも市民の皆さんが安心していつで

も病気の治療を受けることができる国民健康保険制度を維持するために、

保険給付費の削減を努力していただくことも併せてお願いし、本議案に賛

成いたします。 

 【意見終結】 

 【採  決】 

 議案第４０号については、可否同数となり、委員長裁決の結果、否決す

べきものと決する。 
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 ○閉会中の継続審査申出の件について（特定事件） 

 閉会中の継続審査申出の件については、別紙の内容で申出を行うことと

決定した。 

  

 散  会（午前３時５分） 
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